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3.緊急事態における対店体制
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1 原子力災害対策指針が定める緊急事態の防讀措置（緊急時活動ぃ•• Ib : EAL ※l )|乙内閣府Cttbi』,ctOffice, Government of Japan 

► 緊急事態の初期対応段階においては、放射性物質の放出前から、必要に応じた防護措置を講じる
こととしている。

► 具体的には、原子力施設の状況に応じて、緊急事態を3つに区分。

し） 警戒事態
EAL (AL)ぽ 2)

例）大地震（所在市町村で

震度6弱以上）

施設敷地緊急事態
EAL (SE)(※2) 

例）全交流電源喪失

施設敷地緊急事態要避難者(※3)の

避難・唇内退避の準備開始

施設敷地緊急事態要避難者(※3)の

避難開始・唇内退避

PAZ内
～年 5km || 「――住民の測惟準備開始 ーニ］ （ 住民の避難開始

「 安定3り素剤の服用準備 ―)（ 安定3り素剤の服用

----------------------------------------------------------
屋内退避の準備 」［ 屋内退避

UPZ内
概ねSkm~

30km 
（豪嶋）

(※1) 

(※2) 

(※3) 

(※4) 

(※5) 

EAL (Emergency Action Level)：緊急時活動v̂＊"
原子力施設の状況に応じて、避難や震内退避等の防護措置を実施するための判断墓準

(AL) =Alert (SE) = Site area Emergency (GE) = General Emergency 

避難の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、避難の実施により健康リスクが高まらない要配慮者（災害対策基本
法第8条第2項第15号に定める要配慮者をいう。）、安定3り素剤を事前配布されていない者及び安定3り素剤の服

用が不適切な者のうち、施設敷地緊急事態において早期の避難等の防護措置の実施が必要な者．

事態の規模、時間的な推移や現地の状況に応じてUPZ内においても段階的に避難等の予防的防護措置を実施する
場合あり。

UPZ内と同様に、事態の進展等に応じて屋内退避を行う必要がある．このため、全面緊急事態に至った時点で、
必要に応じて住民等に対して湮内退避を実施する可能性がある旨の注憲喚起を行わなければならない． 10 



1ー原子力災害対策指針が定める緊急事態の防譴措置（運用上の介入VI¥..Ii:01Lメ ）） I 乙内閣府Cabinet Office, Go,・crnmcnt of Japan 

► 放射性物質の放出後、高い空間放射線量率が計測された地域においては、被ばくの影響をできる
限り低減する観点から、数時間から1日内に住民等について避難等の緊急防護措置を講じる。

► また、それと比較して低い空間放射線量率が計測された地域においても、無用な被ばくを回避する
観点から、 1週間程度内に一時移転等の早期防護措置を講じる。

(Olll] [OIL2] 
飲食物摂取制限

【OIL6]

UPZ内
概ねSkm~

30km 

緊急防護措置
SOOμSv/h超過

数時間内を目途に区域を特定

避難（移動が困難な者の一時屋

内退避を含む）の実施

早期防護措置
20μSv/h超曝

--, 
1日内を目途に区域を特定

対象地域の生産物の摂取を制限| | 
対象地域の住民を、 1週間程度

内に一時移転

避難等される住民等を対象に避難退域時
検査を実施して、基準を超える際は簡易

除染 【OIL4】

［飲食物に係る99リー：力基準］

O.SμSv/h超過

数日内を目途に飲食物中の放射
性核種濃度を測定すべき区域を

特定

1週間程度内を目途に飲食物中
の放射性核種濃度の測定と分析

を実施

基準を超えるものにつき摂取制

限を迅速に実施

----------------------------------------------------------
UPZ内と同じ

(※）OIL(Operational Intervention Level)：運用上の介入レI¥‘1}
放射線モこタリンゲなどの計測された値により、避難や一時移転等の防護措置を実施するための判断基準 11 

7ヽ内閣府佐賀県、長崎県．福岡県及び関係市町の対応体制 Cabinet Office, Government of Japan 

► 佐賀県、唐津市及び伊万里市は、警戒事態で災害警戒本部を設置し、施設敷地緊急事態で災害対策本部に移行。

► 長崎県、福岡県及び関係市町（唐1t治及び伊芳憧市を除く）は、警戒事態で災害警戒本部を設置し、全面緊急事態で災害対策本部

に移行。
► 関係市町の災害警戒本部では、裏員参集、情報収集・運絡体制の構築、住民等に対する情報提供をはじめ、 PAZ内における施設敷地

緊急事態要避難者の避難準備を開始。
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1国の対応体制 I 乙内閣府Cabinet Offiu, Government of Japan 

＂ん”̀"’ょう> 玄海町において震度5弱以上の地震の発生を認知した場合（警戒事態の前段階から）、原子力規制庁及び内閣府（原子力防災担当）の職員が参

集し、佐賀県オフサイトセンター(OFC)及び原子力規制庁緊急時対応センター(ERC)に原子力規制委員会・内閣府合同情輯運絡室を立ち上げ、情轍収集

活動を開始。
> 警戒事態に至った場合、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部に移行し、現地への蔓員搬送や緊急時モニタリングの準備を開始。
> 施設敷地緊急事態に至った場合、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部の設置及び関係省庁事故対策違絡会議を開催し対応。

また、内閣府副大臣及び国の職員を現地オフサイトセンタ＿簿へ派遣。
> 全面緊急事態に至った場合、原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置するとともに、県・市町筆のメン／1・ーからなる合問対策協議

会を開催し、相互協力のための調整を行いつつ対応．

原子力災害対策本部

本部長：内閣総理大臣

副本部長：内閣官房長官、原子力防災担当大臣、

原子力規制委員会委員長他 住民

原子力事業者 からっし

佐賀県オフサイトわりー （唐津市）

-■  1 ■••--—-

・住民広報や避難計画に墨づき
避難屋内退避等を実施

繋・・麟応・叩活動 j| ・霙常事態の通報義務l ・要Jl派遣

関係県
災害対策本部

0実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）

原子力災害現地対策本部

本部長：内閣府副大臣
関係省庁要員が緊急時に参集

緊急時そこりリンゲtンター

0指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 等）
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1国の職員・資機材等の緊急搬送 7ヽ内閣府C..bintl OfOct, Govtrnmtnl of Japan 

► 施設敷地緊急事態発生の通報後、あらかじめ定められた100人程度の国の職員等を佐賀県オフサイト
センクー及び佐賀県、長崎県、福岡県に派遣。併せて必要な資機材の緊急搬送を実施。

► その後、状況に応じて追加要員及び資機材の緊急搬送を実施。

＜具体的な移11J及び輸こロー”"エー
石川

福井

(C)21)11ZENRINa~算1乃号）

群扁
事故対策本部

J必要に応じ輸送支援

［ 緊急輸送関係省庁
（●賽庁．消防庁、 国土交遍省．

膏上懺安庁．防編省）

.. 

千董

わりイトtンり—への派遣（自衛廠、警察による輸送支擾の一例）

環境省 ・内閣府～犬愉基地～佐賀空港～佐賀県オフサイトtンター
※平成15年度原子力総合防災訓練の想定を参考

※平成29年度原子力総合防災訓練では福岡空港を利用 114 
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